


資本参加の流動性が高い場合には，親会社の属する国は子会社レベルでの法人課

税を捕捉できず，一方法人は各国の制度を比較して設立地や本拠地として選ぶた

めに，また連結納税の自由度が高い場合には，子会社と親会社を一体のものとし

てみる要請が高い一方，財務諸表の合算が行われるかどうかが流動的なために，

益金不算入をどこまで認めるか，複雑な調整を強いられる 。

次に，EUでは，この配当益金不算入制度についてどのような態度がとられてい

るかであるが ，EUには，配当に係る源泉税を免除し二重課税を防ぐ目的で，親

子会社指令 が存在する。この指令は，所得がいずれの法人においても課税されな

い「二重非課税」を排除することをも意図しており，近年の検討は専ら租税回避

への対応に主眼がある 。例えば，2014年６月20日には，加盟国のハイブリッドロ

ーンに関する税務上の取扱いの違いから生じる課税漏れを防ぐ目的で，同指令が

改正されることが決定した 。改正親子会社指令4.1条⒜のもとでは，子会社から

の配当については，子会社で配当を損金に算入できない範囲で，親会社で配当課

税を行わないこととする一方，損金算入される場合にはその範囲において課税す

ることが義務付けられることになる。この改正は，オランダやフランスのハイブ

リッド投資ストラクチャーに適用されることが想定されている 。

最後に，フランスにおける従来の受取配当益金参入制度がどのような法的建付

けによって行われてきたかについては，本件税制改正の背景となる，欧州連合司

法裁判所（Cour de justice de l’Union europeenne，CJUE）が出した，2015年９

月２日の判決（C-386/14,Groupe Steria SCA C-386/14） を参考に整理する

ことにする。この判決は，フランス居住の連結納税グループ内配当にのみ全額益

金不算入を適用し，クロスボーダーの配当には一部益金課税が残る従来のフラン

スの免税制度について，EUの設立・開業の自由の規定に適合しないと判示した。

この問題の関連法令は，まず EU親子会社指令４条である。紛争当時，同条は

以下のように規定していた 。

1. 親会社またはその PEが親子会社の組織を理由に分配利益を受け取る場合，親会

社およびその PEの属する加盟国は，子会社が清算された場合を除き，以下のいずれ

かを行わなければならない。

―利益に課税することを控える

―利益に対して課税するが，親会社および PEに，そうした利益に関連して子会

社またはより下位の子会社によって払われた法人税の部分に該当する部分
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を，支払税額を上限として，税額から控除する権限を与える

2. 前項にかかわらず，加盟国は持株会社に関連するいかなる負担および子会社の利

益分配から生ずるいかなる損失も，親会社の課税利益から控除することができない

と規定する選択権を維持する。そのような場合における持株に関連する経営コスト

は，一定割合に固定され，当該固定割合は，子会社により分配された利益の５％を

超えてはならない。

これに対して，フランスの一般租税法（CGI）は以下のように規定していた。

145条１項 親会社の納税体制は，特に，発行会社の資本の５％以上の資本参加をして

おり，通常の税率で法人税に服している会社に適用される。

216条 会計年度中に親会社の受け取った，持株から生ずる純収入は，145条の規定す

る，親会社の租税制度の適用を権限づけるものである。当該収入は，費用を一定割

合で控除したあとで，当該会社の純益の総額から控除されることができる。

前段で規定された費用の一定割合は，常に，持株から生ずる総収入（税額控除を

ふくむ）の５％に固定される。ただし，各課税期間において，当該期間に持株会社

に生じた総費用の額を超えることはできない。

223Ａ条 ある会社は，当該会社，ないし当該会社が，財務上の年度を通じて直接ある

いはグループ会社を通じて間接に資本の95％以上を有している会社から生じたグル

ープの全利益に対する法人税について，責任を負う単一の主体となることができる。

……同意を与えた会社及び当該計算結果が一般法の条件のもとで法人税の適用対象

となるもののみが，グループの構成員となることができる。

223Ｂ条 利益の総額は，一般法の条件のもとで決定された，グループ（integration
 

fiscale）の各会社の益金計算結果の代数的な総額として，親会社について決定され

る。

1993年１月１日またはそれ以前に始まり，あるいは1998年12月31日以後に終わる

財務年度についての利益の決定については，利益の総額から，グループ会社が他の

グループ会社の持分から生じたとして計算結果のなかに含めた費用の一定割合を，

控除するものとする。
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以上をまとめると，フランスにおいては，まず，フランスでは，216条により，

親会社が（145条等により判定される）適格子会社から受ける配当が，資本参加を

管理するために生ずるみなし費用(一律受取配当の税控除後金額の５％であり，親

会社の利益からは控除できないと考えられている）を除き，益金不算入となる。

その上で，連結納税制度（223Ａ条）においては，さらに223Ｂ条により，この５

％の課税部分はグループの課税所得の計算上で除外され，結局グループ内配当は

全額益金不算入となる。しかし，223Ａ条はフランス居住会社同士が，直接ないし

間接に95％を保有するなどの条件を満たす場合を想定しているので，国外会社か

らの配当はこの恩恵を受けることができない。

⑶ 事 案

フランスの配当益金不算入法制は，連結納税の制度が加味されると国外子会社

保有に一定の不利があるものの，基本的には二重課税回避を目的とする EUの規

定を満たしているように思われる。しかし，近年の国際企業は，国内の仕組みで

ある連結納税の領域で認められている免税と同等の措置を，国際的な配当免税に

も求めるようになってきており，これを認める EU司法裁判所判決が出たことが，

今回の改正の直接の契機となったと考えられる。

同事件で原告となった Steriaは連結納税グループの親会社である。Steriaは，

当該グループのメンバーとして，フランスおよび他の加盟国に設立された子会社

の95％以上を有している。同社は連結で法人税を支払った後，フランスにおいて，

2005年から2008年について費用の一定割合に関する納税額の還付請求を行った。

その主張は，フランス国内ルールは配当が当該国の連結納税グループのメンバー

である（フランスで設立された）会社から受け取った配当か，他の加盟国で設立

された子会社から受け取った配当かによって，納税グループの親会社の受取配当

の扱いを異ならせており，設立の自由を定める EC43条（現 TFEU49条）と整合し

ないという主張に基づいていた。FEU条約は加盟国の国民や会社がホスト加盟国

で当該加盟国の国民と同様の扱いを受けることを保証することを目的とするが，

Article 49 TFEUは，設立の自由に対する制限の撤廃を要求しており，加盟国に

その国民ないしその立法のもとで設立された会社の，他の加盟国における設立を

妨げることを禁止している 。従来の EU司法裁判所判決によれば，租税上の取扱

いについても，もし加盟国の立法のもとで，他の加盟国に子会社または PEを有す

る居住者会社が，国内に子会社または PEを有する居住者会社と比べて不利な扱
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いを受けている場合は，設立の自由が妨害されているとされる 。

課税当局が請求を認めなかったので，原告はモントルイユ地方行政裁判所に訴

訟を提起した。2012年10月４日の判決により請求が棄却されると，原告はベルサ

イユ行政破毀院に控訴を行った 。同院は，EU司法裁判所が，X Holding(C 337/

08,EU:C:2010:89)判決において，「TFEUの49条および54条は，非居住者子会社の

利益が加盟国の租税法に服さないことから，親会社が居住者たる子会社と単一納

税体を作ることを認める一方で非居住者たる子会社と単一納税体を作ることを妨

げる立法を行うことを排除していない」と判示した事実を指摘した。しかし，同

裁判所は，当該判決は，国内連結納税グループのメンバーのみに認められるすべ

ての優越的取扱いが EU法と調和するかどうかについて検討していないと考え，

判決前決定のために，「EC43条（TFEU49条）は，フランスの連結納税制度ルール

が，連結納税親会社を中立的に扱う（著者注：単一法人の場合と課税状態を同じ

にすること）ために，連結された居住者会社から受け取った純配当額のうち５％

のみなし費用部分の益金加算を中立化すること（同：単一法人と同等に取り扱う

ために控除すること）を，否定しなくてはならないか」という問題を EU司法裁

判所に付託することを決定した（付託日2014年７月29日）。EU司法裁判所のレベ

ルでは，2015年５月13日にヒアリングが行われ，Steriaと EUのほか，フランス，

ドイツ，オランダ，イギリスの各政府が，当該租税制度は TFEUに反しないとす

る意見書を提出した。また法務官からの意見の聞き取りが６月11日に行われた。

判決によれば，本件ルールでは，居住者会社のみが連結納税グループに所属で

きるので，問題となる租税の優越扱いは国内で発生した配当に限られており（差

別的取扱い），親会社が他の加盟国で子会社を設立することを妨げ，設立の自由を

行使することの魅力を減じている。この差別的取扱いが設立の自由条約の規定と

整合するためには，①その違いが客観的にみて，比較可能でない状況に関連して

いるか，②一般的利益についての優先的理由によって正当化されなければならな

い 。①については，配当が親会社と同一納税グループのメンバーである子会社か

らくるかどうかは，違いとはならない 。国内納税グループの会社の状況は，子会

社の運営に持株会社がコストを費やすという点，さらに，子会社配当の源泉とな

る子会社利益は，経済的な二重課税または連続した課税の対象となるという点で，

国際的親子会社と比較可能である ，とされた。

裁判所は次に，②について，本件立法が一般利益における優越的根拠によって
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正当化されるかを検討した。これについてはとくに，フランス，オランダおよび

イギリス政府が，複数の主張を提出した。このうち，ａ．費用の一定割合の益金

組入れを中立化する仕組みは，連結納税スキーム――加盟国間での課税能力の配

分を保全するために正当化される――と不可分であるとの意見を提出した。既述

のとおり，X Holding判決は，設立の自由に関する条約の解釈として，連結納税

スキームにつき，①納税体を構成する会社の利益および損失が親会社のレベルで

統一されること，また②グループ内の取引が租税の観点から中立でいることを許

していることを根拠に，親会社が単一納税体をその居住者子会社と形成すること

を許す一方でそのような単一納税体を非居住者子会社と形成することを妨げる加

盟国の立法権も，認められるとする。この非居住者会社の除外は，加盟国間での

課税主権のバランスある配分を確保する観点から正当化される。非居住者子会社

の利益は当該加盟国の財務立法権に服さない一方，親会社は子会社と納税体を作

るかどうかおよび毎年これを解散するかどうかの自由を有するので，同一納税体

のなかに非居住者子会社を含めることを可能とすると，親会社に当該子会社の損

失に適用されるタックススキームおよび当該損失が考慮される地を選ぶ自由を与

えることに等しくなる（つまり，クロスボーダーで納税体を組むことを許すと，

複数のジュリスディクション内で損失を重複して利用されるリスクがある）から

である 。

しかし裁判所は，X Holding判決があっても，連結納税グループに属する会社

と属さない会社の間の取扱いの違いのなかには，TFEU49条に適合しないものも

存在すると指摘した。X Holding判決の裁判所は，ただ連結納税スキーム選択に

居住要件を科すことの是非について議論したのみであり，当該要件が，連結納税

スキームがグループ内で損失の移転を許しているという事実を考慮に入れて，正

当化され得ると判示したにすぎない 。それ以外の租税上の差別的取扱いについ

ては，したがって，加盟国が優遇を連結納税グループに限定し，クロスボーダー

のグループ形成を排斥してよいか，別個の検討が必要である 。このように区別し

た上で，裁判所は，本件の取扱いは，親会社の受け取る配当のみに関するもので

あり，問題となるのは１つの加盟国の財務上の主権のみであるとして，課税主権

のバランス配分によっては正当化されないとした 。

第２に，フランス，ドイツおよびイギリスの政府が主張した，ｂ．租税システ

ムの調和を担保する必要性（課税上の優遇は，多くの根拠地を持つ１つの企業体
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と，親子会社からなる連結納税グループとを同等に取り扱うという目的に合致す

るとの主張 ）については，問題となる課税上の優遇と特定の課税によるその相殺

とがリンクしており，問題となる優遇が，当該リンクの直接的性質と合致しなく

てはならないとした 。連結納税に関する先行判例の事案において ，裁判所は，

連結納税制度のもと，納税グループに属する会社に与えられる税務上の恩恵（子

会社の損失を親会社のレベルで直接認識すること）とそのようなグループ内取引

の中立化による不利益（持株が無視される結果，親会社の有する，赤字子会社の

株式の減価についての規定を利用できなくなる）との間に直接のリンクがあり得

ることを認めている。しかしその先行判例（Papillon事件）と異なり，本件手続

における租税上の恩恵とグループ内取引から生ずる不利益とに何らの直接的リン

クも同定できなかった。もし，フランス政府が提出したように，免税による中立

化が親子会社と単一企業体の中立的取扱いの要請から生じているならば，それは

連結納税グループの頂点にいる親会社に何らの租税上の不利益も含まないという

効果を伴うべきであろう。しかし，本件制度は逆に，納税上の優遇を与えてい

る 。

最後に，フランスとドイツ政府は，ｃ．CGI216条は，親会社持分に関連する負

担を親会社の課税利益から控除しない選択権を加盟国に認めている Directive
 

90/435の４条⑵に従い，選択権を行使したものであると主張した 。しかし裁判

所は，判例により ，当該条項のオプションは TFEUの根底的規定（本件では49

条）に沿っていなくてはならないとしてこの主張も排斥した。

⑷ 判決の影響

Steria事件判決によれば，EU加盟国は，国内でのみ連結納税グループを組むこ

とを認めるという制度は作ることができても，そうした国内グループに，国際的

な（同等の要件を満たす）親子会社と比べて恩典を与えることは困難となる。理

論的には，連結納税グループの法制が意図する単体企業と比較しての中立性と，

配当益金不参入が意図する二重課税排除とは，同じことを意味しそうである。し

かし，実際に親会社の経営管理費用や国際企業の暦年の利益を捕捉することが困

難であるために，５％のみなし費用や国内でのみの連結納税制度が存在する。本

判決は，後者を理由とする優遇を否定したため，フランスは，連結納税グループ

と同等の要件を満たす外国子会社に優遇を拡大する一方，100％免税は廃止した。

現に規制コストが異なる中で，国内外を基準とした区別が禁止されると，どの部
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分で制度の整合性を測るかが難しい問題となることがわかる。

本判決は Steriaのみに関するものではなく，同様の状況にあった親会社につい

ては，2012年以降の欧州子会社からの受取配当について，既納法人税の還付の申

立てが可能である（2012年度配当に関しては2015年12月31日までに申立て）。また，

本判決について，イギリス・ドイツ・オランダが意見書を出したことからわかる

とおり，他の国でも，国際的グループ法人が，もし彼らの納税グループに他の

EU／EEA加盟国の会社が含まれていなかったならば不利な納税ルールが適用さ

れなかっただろう場合に訴訟を提起し，国内法改正を迫るという流れがあるた

め ，各国は近年，連結納税に関する CJUEの判決に神経をとがらせている。例え

ば，オランダが策定している，クロスボーダー組織に関する fiscal unity（95％保

有を含み，多くの税制上の恩恵を受ける。フランスの納税グループと類似）制度

については，裁判所が2014年９月17日に外国会社のもとにあるオランダの姉妹会

社に fiscal unityを認めないオランダの制度を違法としたため（Miljoen case

（c-10/14），X case（c-14/14），SocieteGenerale Case（c-17/14）），同国は判決

後に fiscal unityの範囲拡大，資本参加免税制度に実質持分を含める改正提案を

行い ，外国子会社を通じて保有されている国内孫会社や，外国親会社のもとにあ

る国内姉妹会社，国内に PEを有する外国会社などに一定の要件のもとで fiscal
 

unity形成を認める一方，持株要件を厳格化した。これらはオランダに対する判決

であったにもかかわらず，同様の制度を有することからフランスも同様の法改正

を行う予定である 。逆に，Steria判決の効力がオランダの fiscal unityに及ぶ可

能性については，オランダの法人所得税法中，①特定の取引ないし資本等参加か

ら生ずるいくつかの利息の控除の制限（CITAの10ａおよび131条。税制上の結合

がある場合にはこうした取引は消滅される），②会社が専ら持株事業ないしグルー

プ内ファイナンスのみを行っている場合の，損失分離ルール（CITA20条第４段

落，こうした持株関係や借入れは，もしも税制上の結合があれば認識されない），

③清算損失ルール（CITA13ｄ条。参加が同一の fiscal unityの一部でない場合，

参加を清算する際の損失控除額を異なる額に設定している），④関連会社との取引

（例えば資産の売却）におけるキャピタルゲイン課税の繰延（キャピタルゲインが

fiscal unity内での取引に関連している場合にのみ繰延可能）などについて，設立

の自由に反しないか再検討の余地があるとの指摘もある 。

冒頭に述べたとおり，国際的持株グループへ連結納税グループと同等の恩典を
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拡大するに際しては，国際グループ形成による租税回避に対する実効的な監視・

防止措置も整っていなくてはならない。EU親子会社指令 の一般的租税回避防止

規定（GAAR），OECDの移転価格ガイドラインに準拠した移転価格の国別報

告 など，様々な制度が整備途上にある 。連結納税規制は，国際的企業グループ

の持株関係の動向や，彼らによる資金調達，ひいては金融取引にも影響を与える

だろう。

〔注〕

⑴ それ以前に成立した契約に対しては適用がなく，発効前に開始された裁判手

続においても適用されない。効力を有する契約に対する新法適用の例外として，

1123条パラグラフ③および④（pre-emptive agreements），1158条，1183条があ

る。

⑵ 馬場圭太「ヨーロッパ私法の展開とフランス債務法の改正」社会科学研究年

報45号25頁以下参照。なお，改正の背景については，例えばミシェル・グリマ

ルディ「フランス社会の受容と民法典改正」新世代法政策研究６号１頁以下，

ブランディーヌ・マレ＝ブリクー「フランス契約法の将来」立教法務研究４号

57頁以下などの紹介を参照。

⑶ Blog Reforme du droit des obligations;Le blog Dalloz dedieala reforme
 

du droit des obligations,“L’attractivite du droit des contrats:l’efficacite

economique du droit des contrats”(Blog Reforme -obligations.dalloz.fr/

2015/09/08/)

⑷ 小梁吉章「2008年フランス債務整理法改正の意義」広島法学33巻２号286頁

⑸ 平成26年８月27日付日本経済新聞「契約ルールで消費者保護 民法改正，法

制審が原案」。

⑹ Rafael La Porta et al.,“Financial Discussion Paper No.1 Investor Protec-

tion:Origins,Consequences,Reform”The world Bank,September 1999

⑺ 藤倉孝行「金融システムと法系論」社会イノベーション研究９巻２号317頁以

下参照。

⑻ Rajan and Zingales“The great reversals:the politics of financial devel-

opment in the twentieth century”,Journal of Financial Economics,69,2003
 

pp5-55.
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⑼ 五十嵐清『比較法ハンドブック』298頁以下（勁草書房，2010年）。

⑽ 企業拠出金を2017年までに廃止する方針を発表した際には，それでも社会党

政権といえるのかといった批判を受けている（平成26年１月15日付毎日新聞「オ

ランド政権 相次ぐ企業優遇策に「それでも社会党か」」）。

フランスでは，失業保険法を改正した効果もなく，2014年にも協議を経た雇

用契約の解消が増加しており，2015年には労使対話の促進と労働者の権利強化

のための法律が成立した（http://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2015/11/france
 

01.html）。

2015年１月27日付東亜日報「フランス政府，実施２年で「75％富裕税」を廃

止へ」。

“France economy:‘Death threats’over legal reform”BBC News on 2
 

Feb.2015(www.bbc.com/news/world-europe-31104094);“New law aims
 

to boost French competitiveness”Deutsche Welle on 15. Jul. 2015 by El-

izabeth Bryant (www.dw.com/en/new-law-aims-to-boost-french-

competitiveness/a-1858464).

2015年８月７日に公表された法案は，提出した経済相の名前をとって Loi
 

Macronと呼ばれている。

“The “Loi Macron”is no French Revolution, expert says”, Deutsche
 

Welle,on 17.Feb.2015,by Andreas Noll(m.dw.com/en/the-loi-macron-is-

no-french-revolution-expert-says/a-18264103).

持株等から上がる収益について免税とする制度。この訳語および2015年修正

財政法の内容は，PwC「Tax Insights Worldwide Tax Summary」月刊国際

税務2016年３月号収録による。

ただし，この要件を満たさない親子会社間配当については引き続き95％益金

不算入が適用される。

要件として，外国親法人は，分配を行う事業体の資本の少なくとも10％（配

当受益者が，本国でフランス国内源泉税を相殺できない場合，５％）を保有す

る必要がある（新法では，保有割合計算上，full ownershipと bare ownership

を含む）。なお，これら親会社が税務上欠損で，法的破産手続の対象か，明白な

倒産状況での場合，保有割合の要件はない。改正は，原則として2015年12月31

日以後に終了する事業年度から適用される。
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フランス親会社が適格保有株式から受ける配当―資本参加免税の恩典を受け

るためには，原則として，フランスの親会社は，分配を行う事業体の資本の少

なくとも５％（新法では，保有割合計算上，full ownershipと bare ownership

を含む）を保有する必要がある。非協力的な国家・地域（NCSTs）に設立され

た事業体から受ける分配は，親会社が，脱税目的でNCSTsに利益を計上するこ

とを意図しておらず，そのような結果にならないことを示せれば，資本参加免

税制度の適用が受けられる。新法では，特定の免税利益からの分配や新たな一

般的租税回避防止規定（GAAR）の対象になる分配等について，資本参加免税

の対象外になる。本措置は，2015年12月31日以後終了課税年度から適用される。

日本における外国子会社受取配当益金不算入制度のねらいと機能について

は，増井良啓「国子会社配当益金不算入制度は何のためにあるか」村井正先生

喜寿記念『租税の複合法的構成』203～220頁（清文社，2012年），柴田啓子「外

国子会社配当益金不算入制度が現地法人の配当送金に及ぼした効果～本社の資

金需要に着目した分析～」ファイナンス564号61頁。柴田・同62頁によれば，日

本は世界的に見ても法人税率が高い一方，間接外国税額控除が採用されている

ことによって，課税繰延が可能であるため，収益を現地に留保するインセンテ

ィブが働きやすい（税制によるゆがみがある）ことが指摘されてきた。同63頁

以降は，2009年度を境に，受取配当は増加している一方，内部留保は大幅に減

少しており，2009年度税制改正により海外子会社からの受取配当が非課税にな

ったため，リーマンショック等の影響による日本国内の親会社の利益減少ほか

の資金需要がある場合に，より柔軟に増配が行われるようになったと分析して

いる。

PwC M&A税務ニュース―July 2014,Issue69「ハイブリッド ローン アレ

ンジメントに対する EU親子会社指令の改正」。

当初の指令は Council Directive 90/435/EEC (OJ 1990 L 225,p.6)であり，

その後 Council Directive 2003/123/EC of 22 December 2003(OJ 2004 L 7,p.

41）による改訂等を経て，現行指令は Council Directive(EU)2015/121 of 27
 

January 2015 amending Directive 2011/96/EU on the common system of
 

taxation applicable in the case of parent companies and subsidiaries of
 

different Member Statesとなっている。

EUでは，まず2009年に EUの行動規範部会（Code of Conduct Group）で，
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EU加盟国間のハイブリッドローンへの課税上の取扱いの差異による歪みを，

事業課税によって解消することが政治指針として合意され，その後，2013年11

月に，欧州委員会（EC）が，このハイブリッドローンに対するミスマッチの利

用を含め，EU内での租税回避や濫用的なタックスプランニング，税源の浸食，

利益の移転などに対応し，EC親子会社指令を適正に機能させるため，一般的租

税回避防止規定（GAAR）導入を含む指令改正を提案し，2014年に６月には採

択され，2015年１月27日に，欧州理事会が EU親子会社指令（2011/96/UE-2015/

121/UE）を改訂している。（PwC Transaction M&A News, Issue 69, july
 

2014）。

この改正は，一般租税回避規定の導入を含むほか，EU加盟国内でM&Aを行

う，あるいは投資ストラクチャーを組んでいる日本企業等にも適用がある。

オランダの Profit-Participating Loans，フランスのObligations Rembousa-

bles en Actionsは，借手側でローン，貸手側で資本として扱われる可能性があ

る複合的性格の金融手法とされる（前掲注 Transaction M&A News参照）。

Judgment of the Court (Second Chamber)of 2 September 2015.Groupe
 

Steria SCA v Ministere des Finances et des Comptes publics;Case C-386/

14.

ただし，これは問題となった当時の Directive 90/435第４条であって，同条

はその後Article 9 of Council Directive 2011/96/EU of 30 November 2011 on
 

the common system of taxation applicable in the case of parent companies
 

and subsidiaries of different Member States(OJ2011L 345,p.8）により改

正され，さらに既述のとおり4.1条について改正提案が行われている。

See,judgment in X,C-686/13,EU:C:2015:375,para.27.

See,Nordea Bank Danmark,C-48/13,EU:C:2014:2087,para.19.

See,supra note26Steria SCA,at para.12-13.

X Holding,C-337/08,EU:C:2010:89,para.20.

Papillon, C-418/07, EU:C:2008:659, para. 23 to 30;supra note 31, X
 

Holding,para.21 to 24;SCA Group Holding and Others,C-39/13 to C-41/

13 EU:C:2014:1758,para.29 to 31.

Haribo Lakritzen Hans Riegel and Österreichische Salinen,C-436/08 and
 

C-437/08, EU:C:2011:61, para. 113;Santander Asset Management SGIIC
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and Others,C-338/11 to C-347/11,EU:C:2012:286,para.42.

Supra note 31,X Holding,para.31 to 33.

Supra note 26,Steria SCA,Para 27.

Id.para 28.法務官の意見書 point 34.

Id.para 29,Supra note 17,supra note 32,Papillon,para 39 and 40.

Supra note 26 Steria SCA,para 32.

Id.para 31;see,judgment in Bouanich,C-375/12,EU:C:2014:138,para.69.

Supra note 32,Papillon,para.48,50;supra note 17,SCA Group Holding
 

and Others,para.34 and 35.

Supra note 26 Steria SCA para 35.ただし国内連結納税グループが単一企業

体と比較してどのように租税上有利となっているかについての論述は判決中に

はない。

Id.para 38.

See judgments in Bosal,C-168/01,EU:C:2003:479,para.26;Keller Hold-

ing, C-471/04, EU:C:2006:143, para. 45;Test Claimants in the FII Group
 

Litigation,C-446/04,EU:C:2006:774,para.46.

Heico Reinoud,Mounia Benabdallah and Fons Ravelli,“EU court case
 

may reverse impact of Dutch fiscal unity regime restrictions in cross border
 

structures”,posted on LEXOLOGY on 10 Sep.2015(http://www.lexology.

com/library/detail.aspx?g=6bc8b78d-2e8f-4721-81a4-3742cd3e081c).

Paul Sleurink, Wiebe Dijkstra and Okke Suurenbroek, “Netherlands:

Dutch Tax Bill Introduced To Expand Fiscal Unity Regime”DE BRAUW
 

BLACKSTONE WESTBROEK newsletter on 19 November 2015;“Corpo-

rate Income Tax Fiscal Unity(Amendment)Bill”,KPMG Meijburg & Co.

News On 21 October 2015 (https://www.meijburg.com/news/corporate-

income-tax-fiscal-unity-amendment-bill).

前掲注 のX Holdings事件はオランダ法人に関する判決で，国内連結納税

グループ制度を認めたが，一方，2014年６月12日には，欧州連合（EU）ないし

欧州経済地域（EEA）に設立された共通の親法人を通じて保有される２つのオ

ランダ子法人（姉妹会社）に対して連結納税を認めないことが，TFEU）第49

条に反する旨の判決（前掲注 の SCA Group Holding and Others判決）が出

金融法研究・第32号168



ており，オランダはこれに対応する改正を行った（事実関係の要約として，

Deloitte「Global Tax Updateオランダ」2014年７月(http://www2.deloitte.

com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/tax/it/jp-it-global-tax-update-

netherlands-july2014.pdf)参照）フランスでも，この欧州司法裁判所（ECJ）の

決定に対し，一定の状況で兄弟会社や間接子会社に連結納税の形成を認める新

たな法令により対応し，これを2015年の税制法案に盛り込むことが予想されて

いたが，Steria事件の結果を受けてさらなる法整備を要したため，当初の法案

には含まれなかった（以上については，「Worldwide Tax Summary」月刊国

際税務2015年11月号参照）。

See, supra note 44.

2015年１月27日，欧州理事会は，EU親子会社指令（2011/96/UE-2015/121/

UE）を改訂した。指令では，法人グループによる租税回避とアグレッシブなタ

ックスプランニングを防止するための最低限の拘束力ある GAARを導入する

ことが義務付けられたため，フランスでも，2015年度修正財政法で，新 GAARs

が国内法に導入された。

OECD/G20の BEPS行動13の勧告に沿って国別報告が導入された。2016年１

月１日以後開始課税年度から適用される（提出期限は，事業年度終了後12カ月

以内）。税務当局に完全な国別報告を提出しない場合，最大10万ユーロのペナル

ティーが課される可能性がある。移転価格年次報告義務の改訂―売上げか貸借

対照表上の総資産が４億ユーロ超であるすべてのフランスの事業体，あるいは，

当該閾値を満たす50％超直接／間接の株主／子会社持分を有するすべてのフラ

ンスの事業体は，改訂移転価格文書化要件の対象になる。

PwC「Tax Insights Worldwide Tax Summary」月刊国際税務2016年３月

号。
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〔総 会 記 録〕

平成27年10月12日（月）

１ 前回総会以降の学会運営に関する件

神田理事長より，金融法研究31号，金融判例研究25号が刊行されたこと並びに

学会運営は支障なく行われたことが報告された。

２ 学会経理に関する件

⑴ 平成26年度会計について

神作常務理事より，「平成26年度会計報告」に基づき，平成26年度会計について

報告がなされ，合わせて，柏木監事と小杉監事から監査証明書を受領しているこ

とが報告された。

神田理事長が平成26年度会計の承認を求めたところ，異議なく承認された。

⑵ 平成27年度予算について

神作常務理事より，「平成27年度予算案」の収入の部の「第31回大会聴講料」を

「第32回大会聴講料」に修正した後，「平成27年度予算案」に基づき，平成27年度

予算について報告がなされた。

神田理事長が平成27年度予算の承認を求めたところ，異議なく承認された。

３ 平成28年度（第33回）大会に関する件

⑴ 開催日程・会場について

神田理事長より，私法学会は来年10月８日（土），９日（日）に東京大学法学部

にて開催されることを受けて，理事会において，金融法学会を10月10日（月）に

東京大学本郷キャンパス内にある伊藤謝恩ホールで開催することが決定されたこ

とが報告された。

⑵ シンポジウム等について

神田理事長より，28年度大会のシンポジウム等のテーマについて，理事会と常

務理事会で現在検討中であること，本日の理事会で候補として挙げられた案が披

露された。

４ 学会人事の件

神田理事長から，柏木監事がやむをえない理由で退任するので後任として川口

理事を監事とすること，改選期ではないが井上聡弁護士［長島・大野・常松法律

事務所］，佐藤正謙弁護士［森・濱田松本法律事務所］，中原利明氏［三菱東京UFJ
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銀行］，三上徹氏［三井住友 FG］の４氏を理事とすることが提案され，承認され

た場合の新監事および新理事の任期は次の改選期までの２年で再選も妨げられな

いことが説明された上で，承認された。

５ その他の活動

⑴ 学会ウェブサイトの開設

神田理事長から，本日開催された理事会において，学会ウェブサイトの開設に

種々のメリットが見込まれることから，私法学会や信託法学会にならい金融法学

会のウェブサイトを開設する方向で常務理事会において検討することが承認され

たことが報告された。

⑵ 金融法研究の電子化

神田理事長から，本日開催された理事会において，金融法研究（資料編を含む）

の電子化を行う方向で常務理事会において検討することが承認されたことが報告

された。

以 上
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学 会 記 事

１ 平成27年度大会

平成27（2015）年10月12日（月）午前10時より，京都大学にて，金融法学会第

32回大会が開催された。

○シンポジウムⅠ（10時～12時15分）

「金融取引における利息」

司会：神田秀樹

報告：山野目章夫，佐藤正謙，三上徹，森下哲朗

○会員総会（14時00分～14時15分）

神田理事長より，学会運営についての報告があり，神作常務理事より，平成26

年度会計について報告がされ，神田理事長より，会計報告については柏木監事，

小杉監事より，適正である旨の監査報告がされている旨が報告され，決算が承認

された。

平成27年度予算について，神作常務理事より，会員数の低減傾向を受けつつも

前年度実績を勘案した予算編成である旨の報告がされ，承認された。

神田理事長より，柏木監事がやむを得ない理由で退任し，後任として川口理事

が退任した上で監事に就任することが報告された。また，改選期ではないもの

の，新たに井上聡弁護士，佐藤正謙弁護士，中原利明氏，三上徹氏を理事とする

提案がされ，いずれも承認された。

また，神田理事長より学会ウェブサイトの開設および金融法研究の電子化につ

いて検討することが，理事会において承認されたことが報告された。

○シンポジウムⅡ（14時15分～17時30分）

「投資信託をめぐる法的諸問題」

司会：山田誠一，神作裕之

報告：神作裕之，角田美穂子，佐久間毅，山田誠一

２ 平成27年度大会

日本私法学会の大会が10月８日（土），９日（日）に東京大学で開催されるた

め，金融法学会の平成28年度大会（第33回大会）は10月10日（月・祝）に東京大

学伊藤謝恩ホールで開催予定であることが報告された。
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平成26年度会計報告
(平成26.4.1～平成27.3.31)

平成27(2015)年10月12日
金 融 法 学 会

収支計算書 (単位；円)

会 費 2,905,000 通常会員 5000×433名 2,165,000
賛助会員 740,000

利 子 2,659
雑 収 入 196,400 第31回大会聴講料 116,000

2000×58名
金融法研究販売 8,400
金融法研究掲載広告料 0

収

入

の

部

出版者著作権協議会著作権分配料 72,000

（小計） 3,104,059

基本財産取崩し 0

前年度繰越し 9,056,962

計 12,161,021

１ 大 会 費 1,015,594
研究費（金融法研究30号原稿料）海外金
融法の動向 200,000
31回大会速記料 64,800
31回大会会場費 350,774
報告準備費（第31回） 400,020

２ 地区部会費 0
３ 学会運営費 87,680 理事会・常務理事会等 87,680

支

出

の

部

４ 事 務 費 351,960 業務委託費 100,000
印 刷 費 57,132
通 信 費 179,819
雑 費 15,009

５ 雑 誌 費 1,432,000 ←(金融法研究30号、金融判例研究24号)
６ 郵便振込手数料 42,150
７ 基本財産組入れ 0

(小計) 2,929,384

次年度繰越し 9,231,637

計 12,161,021

財産目録

運用財産 銀 行 預 金 4,676,718
郵 便 貯 金 4,799,060
現 金 0

計 9,475,778

基本財産 銀 行 預 金 10,000,000
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金融法学会規約

第１章 総 則

第１条 本会は金融法学会 (Japan
 

Association of the Law of
 

Finance)と称する。

第２条 本会の事務局は，東京都にお

く。

第２章 目的および事業

第３条 本会は，金融法に関する研究

を行い，この分野の研究ならびにそ

の促進に寄与することを目的とす

る。

第４条 本会は，前条の目的を達する

ため，次の事業を行う。

１．研究発表会の開催

２．機関誌の発行

３．その他理事会において適当と認

めた事業

第３章 会 員

第５条 本会の会員は，次のいずれか

に該当する者で，理事会の承認を得

た者とする。

１．通常会員は，金融法の研究に寄

与できる者で会員２名以上の推薦

した者

２．賛助会員は，本会の事業に賛助

する団体または個人

第６条 会員は，理事会の定めるとこ

ろにより，会費を納めなければなら

ない。

第７条 会員は，本会の機関誌の配布

を受ける。

第８条 会員は，次の場合には，退会

したものとする。

１．本人が退会を届出したとき

２．会費の滞納により，理事会にお

いて退会を相当と認めたとき

３．本会の品位を汚すなどの事由に

より，理事会において退会をやむ

をえないと認めたとき

第４章 機 関

第９条 本会に，次の役員をおく。

１．理事 若干名 内１名を理事長

とする。

２．監事 若干名

第10条 理事および監事は，総会にお

いて選任する。

理事長は，理事会において互選す

る。

第11条 理事および監事の任期は，３

年とする。ただし，再任を妨げな

い。他の役員の任期の中途で就任し

た理事および監事の任期は他の役員
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と同時に終了する。

第12条 理事長は，本会を代表する。

理事長に故障がある場合には，理事

長の指名した常任理事が，その職務

を代行する。

第13条 理事は，理事会を構成し，会

務を執行する。

理事会の議を経て，理事長は，常務

理事若干名を選任し，これに常務の

執行を委任することができる。

第14条 監事は，会計および会務執行

の状況を監査する。

第14条の２ 本会に顧問をおくことが

できる。

顧問は，本会に特別の貢献のあった

会員に対して，総会の議を経て，理

事長が委嘱する。

顧問は，理事会の諮問に応じて意見

を述べる。

第15条 理事長は，毎年１回，会員の

通常総会を招集しなければならな

い。

理事長は，必要があると認めるとき

は，何時でも，臨時総会を招集する

ことができる。

通常会員の５分の１以上の者が会議

の目的たる事項を示して請求したと

きは，理事長は臨時総会を招集しな

ければならない。

第16条 総会の議事は，出席通常会員

の過半数をもって決する。

第５章 規約の変更および解散

第17条 本規約の変更には，総会の議

決を要する。

第18条 本会の解散は，理事会または

通常会員の５分の１以上の提案にも

とづき，総会において出席通常会員

の３分の２以上の賛成を得なけれ

ば，これを行うことができない。

付 則

１．本規約は，昭和59年10月８日から

施行する。

２．本会設立準備委員会の委員は，本

会の設立とともに，本会の通常会員

となる。

第１回総会前に，設立準備委員会に

よって推薦された者は，第５条の規

定にかかわらず，本会の会員となる

ことができる。

３．第１回総会前に，本会設立準備委

員会によって，理事または監事の職

務を行うことを委嘱された者は，第

10条の規定にかかわらず，第１回総

会の日に理事・監事に就任する。

４．本会設立準備中の費用について

は，本会がこれを負担する。

５．第14条の２は，平成３年10月14日

から施行する。
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法人賛助会員（順不同）

一般社団法人全国銀行協会

一般社団法人全国地方銀行協会

一般社団法人信託協会

一般社団法人生命保険協会

日本銀行

一般社団法人全国信用保証協会連合会

一般社団法人全国サービサー協会

金融法研究・第32号176


